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研修の修了

５年ごとに

「相談支援従事

者現任研修」

を受講

（１８時間）

相談支援
専門員

として配置

実 務 経 験

障害者の保健・医療・福
祉・就労・教育の分野に
おける直接支援・相談支
援などの業務における実
務経験（３～１０年）

初年度に

「相談支援従事者

初任者研修」を

受講

（３１．５時間）

相談支援専門員について（現行）

（基準）
○ 指定計画相談支援事業所・指定障害児相談支援事業所ごとに管理者及び相談支援専門員を配置。

（経緯）
○ 障害児（者）地域療育等支援事業等、補助事業による相談支援事業の担い手養成として平成10年より知的、
身体、精神の障害種別毎に障害者ケアマネジメント従事者養成研修が開始された。
○ 平成18年施行の障害者自立支援法において、相談支援事業の担い手として相談支援専門員が位置付けられ、
その養成研修として障害者ケアマネジメント従事者養成研修を3障害を統一のものとして改定した相談支援
従事者研修（初任者研修・現任者研修）が実施されることとなった。
○ 平成20年には社会保障審議会障害者部会において地域における相談支援体制やケアマネジメントのあり方
に対する議論が行われ、障害児支援や地域移行支援等について専門コース別研修（任意研修）を新設し研修
体制の充実が図られた。

（現状）
○ 指定特定・指定障害児相談支援事業所数 ９，３６４箇所（平成２９年４月１日現在）
○ 上記事業所に配置されている相談支援専門員数 １９，０８３人（平成２９年４月１日現在）

【相談支援専門員の要件】
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研修の位置付け
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指定地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成二四・三・一三厚労令二七）
指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成二四・三・一三厚労令二八）
指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成二四・三・一三厚労令二九）
（従業者）

○一般（特定・障害児）相談支援事業所ごとに専らその職務に従事する相談支援専門員を配置する。

基準省令

指定地域相談支援の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの（令和元・九・一〇厚労告一一三）

指定計画相談支援の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの（平成二四・三・三〇厚労告二二七）

指定障害児相談支援の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの（平成二四・三・三〇厚労告二二五）

告示

実 務 経 験
障害者の保健・医療・福祉・就労・
教育の分野における直接支援・相
談支援などの業務における実務経
験（３～１０年）

研 修 の 修了
５年ごとに

「相談支援従事者現

任研修」

を修了

（２４時間）

初年度に

「相談支援従事者初

任者研修」を修了

（４２．５時間）

相談支援従事者研修事業の実施について（平成一八・四・二一 障発〇四二一〇）

○相談支援従事者研修事業実施要綱

○相談支援従事者初任者研修標準カリキュラム

○相談支援従事者現任研修標準カリキュラム

○専門コース別研修標準カリキュラム

通知

都道府県等による初任者及び現任研修は標準カリ
キュラム以上の内容で実施する。
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業 務 内 容 実務経験年数

障
害
者
の
保
健
、
医
療
、
福
祉
、
就
労
、
教
育
の
分
野
に
お
け
る
支
援
業
務

①
相
談
支
援
業
務

施設等において相談支援業務に従事する者※１

５年以上

医療機関において相談支援業務に従事する者で、次のいずれかに該当する者
（１）社会福祉主事任用資格を有する者
（２）訪問介護員２級以上に相当する研修を修了した者
（３）国家資格等※２を有する者
（４）施設等における相談支援業務に従事した期間が１年以上である者

就労支援に関する相談支援の業務に従事する者

特別支援教育における進路相談・教育相談の業務に従事する者

その他これらの業務に準ずると都道府県知事が認めた業務に従事する者

③
介
護
等
業
務

施設及び医療機関等において介護業務に従事する者

１０年以上

その他これらの業務に準ずると都道府県知事が認めた業務に従事する者

③
有
資
格
者
等

上記②の介護等業務に従事する者で、次のいずれかに該当する者
（１）社会福祉主事任用資格を有する者
（２）訪問介護員２級以上に相当する研修を修了した者
（３）保育士
（４）児童指導員任用資格者

５年以上

上記①の相談支援業務及び上記②の介護等業務に従事する者で、国家資格等※
２による業務に５年以上従事している者

３年以上

※１平成１８年１０月１日において現に障害児相談支援事業、身体障害者相談支援事業、知的障害者相談支援事業、精神障害者地域生
活支援センターの従業者の場合は、平成１８年９月３０日までの間の期間が通算して３年以上
※２国家資格等とは、医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福
祉士、視能訓練士、義肢装具士、歯科衛生士、言語聴覚士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、栄養士（管理
栄養士を含む。）、精神保健福祉士のことを言う。

相談支援専門員の実務経験
告示の書きぶり、
並びに変更予定



相談支援専門員
配置要件更新

引き続き相談支援専門
員として配置可

相談支援専門員としての配置要件

相談支援専門員の研修制度の見直しについて

実務経験要件
研修修了要件

初任者研修(31.5h)

５年毎に現任研修を修了

相談支援従事者現任研(18h)

研修修了要件

初任者研修(42.5h)
【カリキュラム改定】

専門コース別研修 （任意研修）

専門コース別研修（任意研修）
※今後カリキュラム改定や一部必須化及び主任研修受講の要件化について検討

現行

相談支援専門員
として配置可

実務経験要件

改定後

主任相談支援専門員研修(30h)
【研修創設】

主任相談支援専門員
として配置可

５年毎に現任研修を修了
【現任研修受講に係る

実務経験要件を新設※１】

相談支援従事者現任研修
【カリキュラム改定(24h)】

○ 意思決定支援への配慮、高齢障害者への対応やサービス等利用計画の質の向上、障害福祉サービス支給決定の適正化等を図り、質の高い

ケアマネジメントを含む地域を基盤としたソーシャルワークを実践できる相談支援専門員を養成するため、カリキュラムの内容を現行より

充実させる改定を行う。

○ 実践力の高い相談支援専門員養成のために、実践の積み重ねを行いながらスキルアップできるよう、現任研修の受講にあたり、相談支援

に関する一定の実務経験の要件(※１)を追加。（※経過措置： 旧カリキュラム修了者の初回の受講時は従前の例による。）

○ さらに、地域づくり、人材育成、困難事例への対応など地域の中核的な役割を担う専門職を育成するとともに、相談支援専門員のキャリ

アパスを明確にし、目指すべき将来像及びやりがいをもって長期に働ける環境を整えるため、主任相談支援専門員研修を創設。

相談支援専門員
として配置可

相談支援専門員
としての

配置要件更新

※１現任研修受講に係る実務経験要件

①過去５年間に２年以上の相談支援の実務経験がある。
②現に相談支援業務に従事している。

ただし、初任者研修修了後、初回の現任研修の受講にあたっては、必ず①の要件を
満たす必要がある。

３年以上の実務経験
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※主任研修を修了した場合、
現任研修を修了したものとみなす。

令和元年７月２９日以前に公開した資料から改訂を行っています。



初任者研修（見直し後） 時間数

講義

障害児者の地域支援と相談支援従事者（サービス管理責任
者・児童発達支援管理責任者）の役割に関する講義

5.0h

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律及び児童福祉法の概要並びにサービス提供のプロセス
に関する講義

3.0h

相談支援におけるケアマネジメント手法に関する講義 3.0h

講義及
び演習

ケアマネジメントプロセスに関する講義及び演習 31.5h

実習 相談支援の基礎技術に関する実習 －

合計 42.5h

現任研修（見直し後） 時間数

講義

障害福祉の動向に関する講義 1.5h

相談支援の基本姿勢及びケアマネジメントの展開に関する
講義

3.0h

人材育成の手法に関する講義 1.5h

講義及
び演習

相談支援に関する講義及び演習 18.0h

合計 24.0h

相談支援専門員研修の告示別表

初任者研修（現行） 時間数

講義

障害者の日常生活及び社会生活を総合的
に支援するための法律及び児童福祉法の
概要並びに相談支援従事者の役割に関す
る講義

6.5h

ケアマネジメントの手法に関する講義 8h

地域支援に関する講義 6h

演習 ケアマネジメントプロセスに関する演習 11h

合計 31.5h

現任研修（現行） 時間数

講義

障害福祉の動向に関する講義
2h

地域生活支援事業に関する講義

相談支援の基本姿勢及びケアマネジメント
の展開に関する講義

2h

協議会に関する講義 2h

演習 ケアマネジメントに関する演習 12h

合計 18h

主任相談支援専門員研修 時間数

講義

障害福祉の動向及び主任相談支援専門員の役割と視点に関
する講義

3.0h

運営管理に関する講義 3.0h

講義及
び演習

相談支援従事者の人材育成に関する講義及び演習 13.0h

地域援助技術に関する講義及び演習 11.0h

合計 30.0h

新 設
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見直しのスケジュール

Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ１(H31)年度 Ｒ２年度

初任者研修

現任研修

主任相談支援
専門員研修

国による研修の実施

・告示新設

※報酬告示も見直し

・カリキュラムの
告示改正

・新カリキュラム
の内容等に
ついて周知

都道府県による
新カリキュラム
の研修開始

都道府県による旧カリキュラム
の研修実施

都道府県による旧カリキュラム
の研修実施

都道府県によ
る新カリキュ

ラム
の研修開始

準備が整い次第、
都道府県による研修を順次実施



相談支援専門員養成の現状及び課題

○ 各都道府県による相談支援専門員の養成に関しては、これまで各都道府県の研修の指導者等向けの相談支援従事者指導者養
成研修を国において実施してきており、各都道府県による養成研修の質の向上を図ってきた。しかし、各都道府県の研修実施体制
に差があり、研修内容の違いが大きくなったり質の差が広がっているという指摘がある。

○ また、社会保障審議会障害者部会報告（平成27年12月）では、相談支援の質を高めることの必要性及び相談支援専門員の養成に
ついて以下の指摘がなされた。
・ 相談支援専門員の確保と資質の向上に向け、実地研修の実施を含めた研修制度の見直しを行うべき。
・ 「意思決定支援ガイドライン」を活用した研修を実施するとともに、相談支援専門員等の研修カリキュラムの中にも位置
付けるべき。
・ 指導的役割を担う人材（主任相談支援専門員）の育成を行うとともに、こうした人材の適切な活用を進めるべき。

○ さらに、「相談支援の質の向上のための検討会」における議論のとりまとめ（平成28年７月）では、人材育成の方策につい
て以下のように提言されている。
・ 基本相談支援を適切に行える相談支援専門員の育成を基盤とし、計画相談支援（サービス利用支援・継続サービス
利用支援）について専門的な知識及びスキルを身につけるための育成を行う。
・ より幅広い問題解決能力を要する支援、地域への働きかけを伴う支援等、個々の能力や経験等に応じた段階的な人材育成が図
られる仕組み作りを検討する必要がある。

・ これまで実施されている「初任者研修」及び「現任研修」のカリキュラムの更なる充実に加え、事業所や地域において
指導的役割を担う 「主任相談支援専門員」の育成に必要な研修プログラムを新たに設けるとともに、より効果的な人材
育成が図られるよう、例えば次期研修までの間に実地研修（ＯＪＴ）を組み込むべきである。

○ 上記の指摘等を受け、現在求められる役割に対応できる相談支援専門員を養成していくための現行カリキュラムの見直し及び新た
なカリキュラムの創設が必要となっている。

○ 上記課題に対応すべく、平成28年～29年度において厚生労働科学研究により相談支援専門員養成のための研修プログ
ラムの開発について取り組んできたところ。
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現行研修の都道府県での実施上の課題について①

9

① カリキュラム上の課題（・改善の要望）

・到達目標、研修構造がわかりづらい。

・講義と演習の連動性が薄い。

・障害の(特性)理解について取り扱う時間が少ない。

・法制度について取り扱う時間が少ない。

・類似の講演の連続となってしまうケースが散見される。

・本人中心支援や意思決定支援などを演習で丁寧に扱うべき(時間が足りない)。

・「地域づくり」の内容が協議会に特化することに違和感がある。

・基本相談に触れる時間的余裕がない。

・関係性の構築や相談面接技術について触れる時間的余裕がない。

・ケアマネジメントプロセス全体を丁寧に扱う時間的余裕がない。

・モニタリングについても演習等で取り扱うべきだが時間的・技術的に困難である。

・演習で用いるケアマネジメントツールの見直しが必要。

・モデル事例の選定・作成方法を見直し、都道府県間のばらつきを低減すべき。

・提出課題の選定等に明確な指針を示すべき。

・提出課題の程度の差が激しく、グループ演習での使用に耐えないものもある。

（H28 厚生労働科学研究 H28-身体・知的-一般004 報告書, p62-63）



現行研修の都道府県での実施上の課題について②
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② 研修実施・運営上の課題

・都道府県間での実施内容の違いがある。

・独自に研修日程・内容を追加している場合がある。

¶一概に否定されるものではない。

・受講しても実務に就かない者が多い。

・受講の動機付けが低い者が多い。

例：「自分は受けても受けなくてもよいが、人に言われたから受講した」等

・受講態度が悪い者が多い。

・演習の実施形態やグループワークの際の１グループあたりの受講生数、講師の

数等に差がある。

・演習講師の間の質の差がある。

・講師の動機付けが低い者がいる。

・特定の人に研修企画立案の負担がかかる場合がある（地元自治体の理解が得られない）。

・講師の人数確保が困難。

・講師の選定基準が不明確。

・受講人数が多い都道府県では講師や財政上の負担が大きい。

・島嶼部がある、広面積で移動に困難があるなど開催に配慮を必要とする場合がある。

（H28 厚生労働科学研究 H28-身体・知的-一般004 報告書, p63-64）



相談支援専門員研修制度の見直しに関する指摘と対応について

（指摘内容）
○ 障害当事者の団体から、
相談支援専門員の人数が
不足していると考えられ
る状況の中で、特に相談
支援従事者初任者研修の
研修時間の増加は現場の
実態に合っていない。ま
た、研修カリキュラムの
見直し案作成のプロセス
において障害当事者の意
見が反映されていない。

○ 研修内容について、障
害者のエンパワメントの
視点が十分ではない、セ
ルフケアプランの位置付
けに関して必要な講義を
含めるべき。

○ 移動が困難な障害当事
者が研修を受講しやすく
なるような工夫が必要。

第91回社会保障審議会障害者
部会資料における指摘

（対応）

【検討会の開催】
○ 身体障害、知的障害及び精神障害の障害当事者が参画した検討会を設置し検
討（全４回開催）。

【研修カリキュラムの見直し】
○ 初任者研修標準カリキュラムに関して、相談支援の基本的視点の獲得目標に
「エンパワメント」の理解、相談支援が「利用者の立場に立って」行われるこ
となどの記載をさらに強調、講義内容について、「セルフケアマネジメントの
重要性についての理解」等の記載を追加

【当事者の受講時の留意点】
○障害のある受講者等への合理的配慮の実施についてとその具体的例示を記載
・年度を越えた長期履修
・基幹相談支援センター等における演習等の実施
・事前の研修資料の提供、障害特性に応じた必要な情報保障等を具体的に例示
（例：点字資料の準備、テキストデータの事前提供）
・合理的配慮の実施状況に関するモニタリングを実施

【運用に当たっての考慮事項等】
○ 各都道府県での格差是正等
・地域間格差を是正するため、必要な講義については共通資料を作成、研修内
容の実施状況について確認

・ガイドライン等により必要な講義については障害当事者の参画を促す
○ 標準カリキュラム等の改善のための検証、研修資料の開発
・厚生労働省が実施する指導者養成研修にあたり、障害当事者である相談支援
専門員を増員し研修内容等の検討を行う

・標準カリキュラムを展開する都道府県研修の基盤となる共通資料のあり方
ついて、都道府県の研修実施状況を踏まえ、必要に応じて継続的に検証

相談支援の質の向上に向けた検討会（第６回～第９回）を踏まえた今回の見直し内容

11
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(1) 告示・標準カリキュラムの見直し (獲得目標、学習内容、時間数)

(2) 教育方法の見直し 厚生労働科学研究・障害者総合福祉推進事業の成果

・主体的かつ参加型の学習方法への転換(学習観の転換)
・演習や実習のさらなる重視
・オープンエンドアプローチの視点の導入 cf. 実践場面との整合性

・研修全体の連動性の重視

・継続的な学びの必要性の強調
・研修における実習の導入(初任)や推奨(現任) 
・実地教育(ＯＪＴ)との連動の導入

・スーパービジョンや合議の場の体験等を導入(初任・現任)
・自己評価等の導入を推奨(初任・現任)

→ 都道府県における企画立案方法の見直し
・検討体制、研修体系、教材開発、講師選定・確保、地域との連動など

カリキュラム見直しのポイント
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継続的な学びの中での初任者研修とその獲得目標

テーマ別
研修

階層別研修
熟達化

初任者
研修

現任
研修

主任
研修

現任
研修

基礎
研修

地域での
OJT

スーパービジョン

助言・事例検討など

少なくとも
５年

５年間のうち
に１回

都道府県等実施
研修の体系化

14

① 地域を基盤としたソーシャルワークとしての障害者相談支援の価値と知識を理解する。

② 基本相談支援の理論と実際を理解し、障害者ケアマネジメントのスキルを獲得する。

④ 地域づくりとその核となる（自立支援）協議会の役割と機能を理解する。

③ 計画相談支援の実施に関する実務を理解し、一連の業務ができる。

獲
得
目
標

相談支援専門員
の入口

活性化

例示

提示

統合応用

平成30年度 障害者総合福祉推進事業におけるモデル研修での研修ガイダンス資料例（一部改変）



初任者研修の構造

講義

演習１

・必要な学びの構造や内容を提示。
・動機づけを高める(ミッション！)。
・具体的な中味を知る、やってみせる。

実習１

演習2-1

演習３

演習４

・自分で体験してみる(試してみる)。
・自ら主体的に参加して学ぶ。
・統制された環境でモデルを学ぶ。

・自分で実地で体験してみる。
・実地の複雑性の中で実践的に学ぶ。

・自らの実践を言語化し、表現する。
・多様な視点で検討し、気づきを持つ。

・これまで学んだことの定着を図る。
・多様な視点で検討し、気づきを持つ。

・研修の振り返り(省察)を行い、今後の
実践への指針を得る。

・抽象から具体へ
・理論から実践へ
・単純から複雑へ

15

活性化

例示

統合

提示

応用
実験

経験

概念化

実習２
・演習2-1での気づきを元にさらに実地で
の体験を深める。

・実地の複雑性の中で実践的に学ぶ。

省察

統合
経験

演習2-2 ・自らの実践を言語化し、表現する。
・多様な視点で検討し、気づきを持つ。

省察

省察

現場に戻ってからも続けて
ほしい、スーパービジョン
やケースレビューの体験を

通して学ぶ。

平成30年度
障害者総合福祉推進事業における
モデル研修での研修ガイダンス資料例

（一部改変）



この研修の構造と各科目の関連
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価値

技術 実践

具体化
統合化

具体化
統合化

体験
応用

省察

省察

概念化
定着

なぜ、そういう活動
(仕事)が必要なの？

どういう姿勢
で臨めばいいの？

具体的に
どうするの？

どうしたら
私でもできるようになる？

知識

実
際

理論

平成30年度 障害者総合福祉推進事業におけるモデル研修での研修ガイダンス資料例



６名グループにてグループ演習

６名グループにてグループ演習３
日目

２
日目

１
日目

４
日目

研修受講
ガイダンス

講義１
法制度の現状

講義２
意思決定支援に着目

した個別相談支援

講義５
スーパービジョン

【獲得目標】 ※初任者研修で扱った価値・知識・技術

① 相談支援の基本※を理解し、それを基盤とした実践を行うことができる。
② チームアプローチ(多職種連携)の理論と方法を理解し、実践することができる。
③ コミュニティワーク（地域とのつながりやインフォーマルの活用等）の理論と方法を理解し、実践することが
できる。
④ スーパービジョンの理論と方法を理解するとともに、継続的に研鑽を継続した実践をすることができる。

講義４
コミュニティワーク

講義３
チームアプローチ
(多職種連携)

本人を中心とした支援におけるケアマネジメント及びコミュニティソーシャルワークの理論と方法

基幹相談支援センター等にて自らの提出課題をチームで検討する（課題実習） 任意・推奨

基幹相談支援センター等にて自立支援協議会の参加等体験（課題実習） 任意・推奨

修了証
交付

現任研修の構造

導入講義
個別相談支援

(実演)

セルフ
チェック 実践報告（６名）

実践報告を受け課題実習にむけた整
理とそのグループでの共有

導入講義
チームアプローチ

(実演)

セルフ
チェック 実践報告（６名）

実践報告を受け課題実習にむけた整
理とそのグループでの共有

グループで
１事例選定

導入講義
スーパービジョン

ロールプレイ
ＧＳＶ

グループ体
験演習

ＧＳＶ

導入講義
コミュニティワーク

６人グループにてグループ演習
研修
まとめ実践報告・ヒアリングシート記入

地域支援について

平成30年度 障害者総合福祉推進事業におけるモデル研修での研修ガイダンス資料例（一部改変）



振り返り・自己評価シート

受講前後で受講生本人が
自らのことを確認

事前
・姿勢 ・初期状態

事後
・気づき

¶事前・事後の変化を自己覚知

18

科目別ガイドライン（案） 

 

初任者研修 振り返り・評価シート（科目別）          氏名：             

 

科目名 
オリエンテーション 

研修受講ガイダンス 
受講日  

 

 本シートは、初任者研修で習得すべきことがらについて、研修の受講前後の自らの理解度を可視的

に捉えるものです。 

 ［事前評価］① 本研修で自らが特に重点的に学ぶべき点を意識して研修に臨む。 

 ［事後評価］① 受講後の学習効果を確認する（身についた、自己評価と相違があった等）。 

        ② 今後の実践や学びに向けた指針を確認する。 

 

○ 以下の獲得目標毎の自己評価を 10段階で評定し、記入する。 
 

獲得目標 
評価 

気づき等 
受講前 受講後 

① 相談支援従事者の役割・ミッションにつ

いて説明できる。 

 

 

 

 

 

② 相談支援従事者に必要とされる力につい

て説明できる。 

 

 

 

 

 

③ なぜ学びとその継続が必要か、具体的に

どのような学びの方法があるかについて説

明できる。 

 

 

 

 

 

④ 相談支援専門員の人材育成体系について

説明できる。 

 

 

 

 

 

⑤ 継続的な学びの必要性について説明でき

る。 

 

 

 

 

 

⑥ 本研修の獲得目標について説明できる。 

 

 

 

 

 

⑦ 本研修の構造について説明できる。 
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 ←できる                                  できない→ 

平成30年度
障害者総合福祉推進事業における
モデル研修での研修ガイダンス資料例

（一部改変）



「重要事項の説明・目標設定の確認」
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 障害福祉課地域生活支援推進室
令和元年度相談支援従事者指導者養成研修会（国立障害者リハビリテーションセンター学院）

http://www.rehab.go.jp/College/japanese/kenshu/2019/soudanshien_siryou.html

※ 抜粋、一部改編

http://www.rehab.go.jp/College/japanese/kenshu/2019/soudanshien_siryou.html

